· 給与グループ

職員の給与等に関する報告及び勧告に関する事務
職種別民間給与実態調査及び職員給与実態調査の結果に基づき、民間給与と職員の給与を比較するとともに、令和４年４月から令和５年５月までの間における物価及び生計費、労働事情等の推移など給与決定の諸条件を調査し、給料表等が適当かどうかを検討した。

　この結果については、令和５年10月11日に、府議会及び知事に対して報告し、併せて、これに基づく給与改定の勧告及びその他の意見の報告を行った。

１．民間との給与較差

(1) 月例給

	民間給与（Ａ）
	職員給与（Ｂ）
	較　　差（Ａ－Ｂ）

	375,706円
	371,215円
	4,491円（1.21%）


 (2) 特別給（ボーナス）

	年間支給月数
	民間
	職員

	
	4.52月
	4.40月


２．給与改定の内容

⑴　令和５年公民較差に基づく較差の解消

 　 〈月例給〉
①　行政職給料表

初任給について、高校卒程度を14,000円、大学卒程度を13,000円引上げ

若年層に重点をおきつつ全職員の給料月額を引上げ

（平均改定率：1級　5.2％、2級　1.0％、3級　0.2％等）

②　その他の給料表

行政職給料表との均衡を基本に改定

〈特別給（ボーナス）〉

支給月数を引上げ 
・4.40月→4.50月
・民間の支給状況や人事院の改定内容等を踏まえ、引上げ分は期末・勤勉手当に均等配分
（一般の職員の場合の支給月数）

	
	６月期
	12月期

	令和５年度
	期末手当
	1.225月（現行1.200月）
	1.225月（現行1.200月）

	以降
	勤勉手当
	1.025月（現行1.000月）
	1.025月（現行1.000月）


　　⑵　その他
　　　　①人事院勧告と同様に医師等の初任給調整手当の上限額を500円引上げ
　　　　②民間の状況や人事院勧告の内容等を踏まえ、在宅勤務等手当（月額3,000円）を新設

〈改定時期〉
・ 令和５年４月１日：(1)及び(2)①
・ 令和６年４月１日：(2)②
３．給与制度、人事管理等に関する本委員会の「意見」

(1)　給与勧告の意義とあるべき給与

・労働基本権制約の代償措置として行う給与勧告の意義を踏まえた適切な対応を求める

・管理職手当について、減額措置の解消を求める

・非常勤職員について、適正な処遇確保の観点から適切な対応が必要
・厳しさを増す人材確保の状況、キャリアの多様化・長期化、働く環境の変化などを踏まえた給与制度の整備が必要

(2)　職員の意欲・能力の向上に向けた取組み

①　人材の確保

受験者数の確保に向け、公務への志望意欲の醸成、本府の魅力等を伝える広報に取り組むとともに、民間等の動向も踏まえ試験日程の前倒しや制度の見直し等を検討

②　人材の育成

・「人材を活かし人材が育つ組織風土」の醸成に注力し、長期的な視野から体系的・計画的な取組みが必要
・トップマネジメントのもと、めざす組織像・職員像を職員間で広く共有し、管理職等が中心となり人材マネジメントを効果的に推進されることを期待
・人材マネジメントを推進する上で大きな役割を果たす管理職等の育成に引き続き取り組む必要
・職員の昇任意欲を醸成し、管理職等の育成につなげるため、働きやすい職場環境づくりが必要
・職員の意欲を引き出し自発的な能力開発を促すため、評価結果のフィードバックや積極的なキャリア形成支援が必要

③　人事評価制度とその活用

人事評価制度の見直しの内容が執務意欲の向上という制度の意義に沿ったものとなるよう引き続き注視

(3)　働きやすい職場環境の構築

①　長時間労働の是正

長時間労働の要因の整理・分析を進め、上限規制制度を厳格に運用し規定の時間を超えることがないよう対策を実施すべき
②　柔軟な働き方の更なる推進

フレックスタイム制度の拡充について、制度の意義・役割を整理したうえで、働き方のニーズや業務運営への支障の有無等を踏まえた検討が必要

　③　健康管理

「こころの健康づくりプログラム」に基づく対策を推進するとともに、その対策の効果指標や目標値を設定し、PDCAサイクルによる定期的な見直しが必要

　④　ハラスメント防止

職員がより一層相談しやすい体制整備が必要であるとともに、職員がハラスメントの加害者にならないよう啓発の継続が重要
（根拠法令）

地方公務員法第８条第１項第２号
部長級及び主査級職員の給与に関する報告及び勧告
１．勧告の経緯
　　　平成23年度の給与制度の見直しから10年以上が経過し、本府を取り巻く環境が大きく変化したことで、給与制度以外のものも含め、様々な課題が発生している。
　　それらの課題に対応するため、知事において今後10年を見据えた「組織・人事給与制度の今後の方向性」（素案）が策定された。

　　　これに基づき、給与制度の見直しについて検討を行うよう知事から要請を受けたため、本委員会として検討を行った結果について、令和５年12月21日に勧告・報告を行った。

２．知事からの要請の概要
(1)  部長級の給料月額の見直し
・職務・職責の変化等を踏まえ、行政職給料表の部長級（８級）について、部局長等の給料月額の引上げ、理事の給料月額の引下げを行う。

(2)  主査級の給料月額並びに主査級及び課長補佐級への昇任時の昇給幅の見直し
　     ・受験意欲の向上や受験者の増加に向けた取組みに加えて、主査級（３級）昇任時における給料上のインセンティブを拡充するため、３級の初号給の水準を引き上げる。

また、主事・技師級から主査級及び主査級から課長補佐級への昇任時の昇給幅を見直し、主事・技師級から主査級に係る昇給幅を拡大するとともに、主査級から課長補佐級に係る昇給幅を縮小することとする。
３．人事委員会の見解
(1)  部長級の給料月額の見直し
　     ・部局長等の職務・職責の変化については、部局長等に対し指揮命令を行う知事や副知事が、行政現場で直接把握していることから、職務・職責の変化を反映した給与上の措置を講ずることが適当であるとする知事の要請については、尊重すべきものと考える。
・行政職給料表の水準への影響を極力抑え、また他の職務の級に影響を及ぼさずに部長級（８級）内で均衡を図ろうという考えは一定理解できるものであるが、職務・職責に大きな変化が見られないことから、本庁理事を含むその他部長級の給料月額は、現行の水準を維持すべきものと考える。
・引き続き、民間や国の状況等を踏まえ、給料表の在り方や給与の水準について、一体的に検討を行い、必要な措置を講じていく。
(2)  主査級の給料月額並びに主査級及び課長補佐級への昇任時の昇給額の見直し
ア　主査級初号給の水準引上げ
主査級の若年層の給与水準を引き上げることについては、主査級昇任考査の受験へのモチベーションを高めることにつながるとともに、級間の重なりが縮小し、職務給の原則が推進されることにもなると考えることから、要請のとおり見直すこととする。
　　イ　昇格時の昇給額の見直し
30歳台前半の３級昇格時の昇給額が他の級間と比べ低い状況にあることや４級昇格時の昇給額が比較的高い水準にあることから、要請を踏まえ、行政職給料表の昇格時の昇給額を見直すこととする。

４．勧告
(1)　 職員の給与に関する条例に定める給料表の改定
現行の行政職給料表及び医療職給料表㈠を別記第１（略）のとおり改定すること
新行政職給料表への切替えは別記第２の切替要領（略）によること

なお、切替えにあたっては、令和７年１月１日の昇給において、職員の給与に関する条例（昭和40年大阪府条例第35号）第５条第９項又は第10項の規定の適用を受ける職員について、これらの規定の適用を受けない職員との均衡を図るよう所要の措置を講ずること。
(2)  改定の実施時期
　　   ・令和６年４月１日
（根拠法令）

地方公務員法第８条第１項第２号

民間給与及び職員給与の実態調査に関する事務

１　職種別民間給与実態調査

　　民間従業員の給与と職員の給与を比較検討するための基礎資料の作成を目的として、人事院、大阪市人事委員会及び堺市人事委員会等と共同で、職種別民間給与実態調査を実施した。

(1) 調査時点　　令和５年４月

(2) 調査事業所

　常勤従業員数で見た企業規模が50人以上でかつ事業所規模が50人以上である府内事業所（公務との比較に適さない業種を除く。）4,739事業所（を産業、規模等により層化し、調査に要する経費、労力等を考慮して定められた抽出率を用いて、無作為に抽出（「層化無作為抽出法」）した事業所は689か所。
(3) 調査方法

令和５年４月24日から６月16日の調査期間中に、実地によらない方法での調査若しくは、調査員が調査事業所を訪問し、相手方の協力を得て、関係資料の閲覧や質問を行い、所定の事項を調査した。　なお、調査の趣旨や目的が事業所側にも理解しやすくなるよう、独自の説明資料を使用し、また、実地によらない方法での調査においても、実地調査同様に関係資料確認及び調査員自身が調査票を記入する方式を維持し、調査の精確性を担保した。
(4) 調査事項

ア　従業員単位の調査事項

　調査事業所の常勤の従業員で、事務、技術、技能・労務、研究、医療、教育及び海事関係の54職種に該当する者の中から、無作為に抽出した者30,907人について、次の事項を調査した（うち初任給関係職種は18職種で、令和５年度1,767人である。）。

(ｱ) きまって支給する給与総額、時間外手当額、通勤手当額（初任給関係職種は初任給月額）

　(ｲ) 年齢、学歴、性別（初任給関係職種は学歴）

イ　事業所単位の調査事項

　(ｱ) 賞与及び臨時給与の支給従業員数及び支給総額（令和４年８月から令和５年７月までの状況）

　(ｲ) (ｱ)の該当月及び令和５年４月のきまって支給する給与の支給従業員数、支給総額及び時間外手当総額

　(ｳ) 初任給額及び新卒採用状況
　(ｴ) 本年の給与改定及び賞与の支給の状況等
　(ｵ) 家族手当の支給状況
(ｶ) 在宅勤務関連手当の支給状況等
(ｷ) 高齢者雇用施策の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第８条第１項第２号

２　職員給与実態調査

  職員の給与について検討する資料を作成するため、府費負担教職員を含む全職員を対象に給与実態調査を実施した。

(1) 調査時点　　令和５年４月
(2) 調査対象　　一般職職員及び府費負担教職員の全職員　66,983人

(3) 調査方法　　任命権者が管理する給与データにより調査
(4) 調査事項

　ア　給料表別、年齢階層別、性別、学歴別人員及び平均給与等

　　イ　扶養手当、住居手当、通勤手当及び管理職手当の支給状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第８条第１項第２号

３　事業所名簿作成事務

  令和６年職種別民間給与実態調査の調査対象事業所を選定するため、人事院、大阪市人事委員会及び堺市人事委員会等と共同して調査対象事業所名簿作成の事務を行った。

(1) 作成期間　令和５年９月27日～同年12月28日

(2) 作成方法　新規に調査対象となり得る事業所に対して、文書照会及び電話確認により調査

(3) 記載事項　企業及び各事業所の名称、所在地、主な事業内容、常勤の従業員数　など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 地方公務員法第８条第１項第２号

給与等の制度及び運用に関する事務
１　給与等に関する条例の制定又は改廃についての意見聴取に対する回答事務

　　給与等に関する条例案についての議会の意見聴取に対して、次のとおり回答した。

	照会日
	件　　　名
	内        容
	回　答　内　容

	5.4.24
（知事専決）
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正の件について、

地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分にしたので、同条第３項の規定により報告し、承認を求めるもの。

　　　　施行日：５月８日
	適当と認める。

	5.6.1
	非常勤職員の報酬・費用弁償及び期末手当に関する条例一部改正の件
	外国語指導助手の期末手当について、支給を行わないこととする。
施行日：公布の日
	適当と認める。

	
	職員の特殊勤務手当に関する条例及び大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	国家公務員について、新型コロナウイルス感染症への対処業務に従事した場合の特殊勤務手当に係る規定が改められたことに伴い、同趣旨の改正を行う。
施行日：公布の日
	

	5.9.12
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	人事院規則において、国家公務員について、夜間における遠 隔地水上警戒業務に従事した場合の犯則取締等手当に関する加 算の規定が追加されたことに伴い、府警察職員が遠隔地の海上 における警らの業務に従事した場合の警ら手当について同趣旨 の改正を行う。 

・遠隔地の海上における警らの業務に従事した場合の警ら手当についての加算措置を追加する。 

１日1,100円にその100分の50に相当する額を 加算する。

施行日：公布の日
	適当と認める。

	5.11.20
	職員の給与に関する条例等一部改正の件
	き令和５年10月の人事委員会の勧告等を踏まえ、所要の改正

を行う。

〔主な改正内容〕

・初任給及び若年層に重点を置いた給料月額の引上げ

・初任給調整手当の上限の引上げ

〔改正前〕 月額251,200円

〔改正後〕 月額251,700円

・期末手当の引上げ

〔改正前〕1.200月

〔改正後〕1.225月

・勤勉手当の引上げ

〔改正前〕1.000月

〔改正後〕1.025月

 施行日：公布の日

〔関係条例〕

・職員の給与に関する条例

・職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例

・一般職の任期付研究員の採用等に関する条例

・一般職の任期付職員の採用等に関する条例
施行日：令和５年４月１日
	適当と認める。

	6.2.21
	職員の退職手当に関する条例一部改正の件
	退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算において、任命権者が定める事由により引き続いて職員になった場合を除き、国、地方自治体等における在職期間を含めないものとする等の改正を行う。
施行日：令和７年４月１日ほか
	上記各条例案中、第79号議案及び第85号議案の条例案に関する本委員会の意見は、次のとおりである。その余の議案の条例案のうち、本委員会の所管に属する事項に関しては、適当と認める。
（１）第79号議案について
本件条例案のうち、理事の給料月額の引下げについては、当該職の職務・職責に大きな変化が見られないことから、本委員会としては、職務給の原則の観点から現行の水準を維持すべきと考え、勧告を行わなかったものであり、この点について理解を得られなかったことは、本委員会として、遺憾と言わざるを得ない。
その他の職員の給与に関する条例の一部改正に関する内容については、適当と認める。
（２）第85号議案について　（略）


	
	職員の給与に関する条例及び技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例一部改正の件
	令和５年12月の人事委員会の勧告等を踏まえ、所要の改正を行う。

〔主な改正内容〕

・本庁部長等の給料月額の引上げ

・理事の給料月額の引下げ

・主査級職員の初号給の水準の引上げ

・在宅勤務等手当の新設
施行日：令和６年４月１日
	

	
	非常勤職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例及び職員の育児休業等に関する条例一部改正の件
	地方自治法の改正により、会計年度任用職員に対し勤勉手当を支給できることとされたことに伴い、会計年度任用職員に対し、勤勉手当を支給することとする等の改正を行う。
施行日：令和６年４月１日
	

	
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例一部改正の件
	子育て部分休暇の取得対象となる子の年齢を小学校等の第３学年から第６学年まで引き上げる。
施行日：令和６年４月１日
	

	
	職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	精神保健及び精神障害福祉に関する法律等の改正により、規定の整備を行う。
施行日：令和６年４月１日
	

	
	職員の管理職手当の特例に関する条例廃止の件
	職員の管理職手当の時限的減額を廃止するため、本条例を廃止する。
施行日：令和６年４月１日
	


        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（根拠法令）

        　　　　　　　　　                              地方公務員法第５条第２項
２　給与等関係条例の施行に関する事務

　　職員の給与に関する条例等の施行に関し、次のとおり、人事委員会規則の制定、人事委員会通

知の発出、任命権者からの協議及び承認申請の処理を行った。また、各任命権者からの制度運用

に関する照会・問合せ等に対応した。
　(1) 人事委員会規則の制定　

	規則番号
（年-
規則番号）
	規  則  名
	内        容
	公布日

施行日

適用日

	令5-12
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例改正に伴う規則改正
	5．5.2
5．5.2
5．5.8

	令5-13
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	政策企画部企画室長の職務が部長級から次長級に変更されることに伴う改正
	5．8.30
5．8.31
5．8.31

	令5-14
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	未来医療産業化推進監が設置されることに伴う所要改正
	5．9.14
5．9.15
5．9.15

	令5-15
	職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
	未来医療産業化推進監が設置されることに伴う所要改正
	5．9.14
5．9.15
5．9.15

	令5-16
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	未来医療産業化推進監が設置されることに伴う所要改正
	5．9.14
5．9.15
5．9.15

	令5-17
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	大阪府警察職員の特殊勤務手当に関する条例改正に伴う規則改正
	5．10.30
5．10.30
5．10.30

	令5-18
	職員の給料に関する規則等の一部を改正する規則
	職員の給与に関する条例改正に伴う規則改正
	5．12.18
5．12.18
5．4.1

	令5-20
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	公立大学監の廃止に伴う規則改正
	5．12.28
6．1.1
6．1.1

	令5-21
	職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
	公立大学監の廃止に伴う規則改正
	5．12.28
6．1.1
6．1.1

	令5-22
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	公立大学監の廃止に伴う規則改正
	5．12.28
6．1.1
6．1.1

	令6-2
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	岸和田子ども家庭センターから貝塚子ども家庭センターへ名称変更されたことに伴う規則改正
	6．2.28
6．3.1
6．3.1

	令6-6
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	職員の給与に関する条例改正に伴う規則改正
	6．3.27
6．4.1
6．4.1

	令6-7
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則
	職員の給与に関する条例改正に伴う規則改正
	6．3.27
6．4.1
6．4.1

	令6-8
	職員の給与の支給方法等に関する規則の一部を改正する規則
	職員の給与に関する条例改正に伴う規則改正
	6．3.27
6．4.1
6．4.1

	令6-9
	職員の在宅勤務等手当に関する規則
	職員の給与に関する条例改正に伴う規則の新設
	6．3.27
6．4.1
6．4.1

	令6-12
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	組織改編に伴う改正
	6．3.29
6．4.1
6．4.1

	令6-13
	職員の給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則
	組織改編に伴う改正
	6．3.29
6．4.1
6．4.1

	令6-14
	職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
	組織改編に伴う改正
	6．3.29
6．4.1
6．4.1

	令6-15
	職員の義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則
	組織改編に伴う改正
	6．3.29
6．4.1
6．4.1

	令6-16
	職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	組織改編に伴う改正
	6．3.29
6．4.1
6．4.1

	令6-17
	管理職員等の範囲に関する規則の一部を改正する規則
	組織改編に伴う改正
	6．3.29
6．4.1
6．4.1

	令6-18
	一般職の任期付職員の採用等に関する規則の一部を改正する規則
	組織改編に伴う改正
	6．3.29
6．4.1
6．4.1


(2) 人事委員会通知の発出　※あて先はすべて「各任命権者」
	区　　　　分
	件　　　名
	内      容
	発出日

適用日

	条

例

関

係
	職員の給与に関する条例
	令和６年改正条例の施行に伴う施行日前の異動者の号給の調整等について
	給与条例の改正に伴う運用通知の新設
	6．3.27
6．4.1

	
	職員の給与に関する条例
	職員の給与に関する条例の運用について
	在宅勤務等手当の新設に伴う改正
	6．3.27
6．4.1

	
	職員の退職手当に関する条例
	職員の退職手当に関する条例の運用について
	定年引上げに伴う規定整備
	6．3.27
6．4.1

	規

則

関

係

	職員の特殊勤務手当に関する規則
	職員の特殊勤務手当に関する規則第８条第１項の「人事委員会が別に定めるもの」についての廃止について
	新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行されたことに伴う廃止
	5．5.2
5．5.7

	
	産業教育手当の支給を受ける職員の範囲を定める規則
	産業教育手当の支給を受ける職員の範囲を定める規則の運用の一部改正について
	支給対象の範囲の見直しによる改正
	5．5.25
5．5.25

	
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則
	期末手当及び勤勉手当の支給についての一部改正について
	規則改正に伴う改正
	5．12.18
5．4.1

	
	職員の在宅勤務等手当に関する規則
	職員の在宅勤務等手当に関する規則の運用について
	規則の新設に伴う運用通知の新設
	6．3.27
6．4.1

	
	職員の通勤手当に関する規則
	職員の通勤手当に関する規則の運用について
	在宅勤務等手当の新設に伴う改正
	6．3.27
6．4.1

	
	職員の給料に関する規則
	期末手当及び勤勉手当の支給について
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の改正伴う改正
	6．3.27
6．4.1


 (3) 任命権者からの協議及び承認申請

	区　　　　分
	内     容（根拠規定）

	条
例
関
係
	職員の旅費に関する条例
	宿泊料の支給に関する協議
（条例第43条第２項）
	

	
	
	宿泊料の支給に関する協議（包括）
（条例第43条第２項）
	

	
	
	移転料の支給に関する協議
（条例第43条第２項）
	

	
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例
	非常勤嘱託員にかかる勤務時間に関する協議
（条例第19条）
	

	
	
	警察署職員の週休日の割振り変更に関する協議
（条例第３条第３項）
	

	規
則
関
係
	職員の管理職手当に関する規則
	管理職手当に関する規則第２条第２項ただし書に基づく区分の指定
（規則第２条第２項）
	

	
	
	管理職手当に関する規則第２条第２項ただし書に基づく区分の廃止
(規則第２条第２項)
	

	
	
	管理職手当に関する規則別表第１の規定による管理職手当支給職の指定
(規則別表第１)
	

	
	職員の給料に関する規則
	採用に伴う給料の承認
（規則第30条の２）
	

	
	
	研修・表彰等による昇給の対象職員の指定
（規則第24条の２及び第25条）
	

	
	
	経験年数を有する者の初任給決定の特例
（規則第31条）
	

	
	
	臨時的任用職員から引き続いて教諭等に任用された者の

異動後の職務の級及び号給の決定
（規則第31条）
	

	
	
	臨時に設置された職の職務の級の取扱いの特例
（規則第31条）
	

	
	
	離職者を対象とした再採用選考により採用された者の初任給決定の特例
（規則第31条）
	

	
	
	警察官の殉職等に伴う特別の昇任時における昇格の特例
（規則第31条）
	

	
	
	職務の分類表における職務の級の指定について
（規則第31条）
	

	
	
	給料表の適用に関する機関等の指定
（規則第31条）
	

	
	
	臨時的任用職員の給与の取扱い
（規則第31条）
	

	
	
	財務捜査官等に採用された職員の号給の決定について
（規則第14条及び31条）
	


（根拠法令）

職員の給与に関する条例
職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例
職員の旅費に関する条例
職員団体に関する事務
１　職員団体登録事務

　  府職員で構成する職員団体について、次のとおり、登録を行った。

	区　　　　　　　分
	件　　　　　数

	新規登録
	０件

	変更登録
	24件

	
	規約変更
	4件

	
	役員変更
	23件

	
	所在地変更
	０件

	
	構成組織変更
	０件

	登録抹消
	１件


　　                                              　　
（根拠法令）

                                                　　  地方公務員法第53条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　  職員団体の登録に関する条例

２　管理職員等の指定事務

  組織改正等に伴い、次のとおり、管理職員等の範囲を定める規則の改正を行った（再掲）。

	規則番号
（年-
規則番号）
	規  則  名
	内          容
	公布日

施行日

適用日
	

	令5-16
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	未来医療産業化推進監の新設に伴う改正
	5．9.14
5．9.15
5．9.15
	

	令5-22
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	公立大学監の廃止に伴う規則改正
	5．12.28
6．1.1
6．1.1
	

	令6-17
	管理職員等の範囲に関する規則の一部を改正する規則
	組織改編に伴う改正
	6．3.29
6．4.1
6．4.1
	


                                              　　　　
（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第52条第４項

（参考）登録職員団体一覧（令和６年３月31日現在）

	団          体          名
	登録番号
	登録年月日
	法人格（申出日）

	大阪府職員労働組合
	    １
	昭41.10. 1
	あり（平14. 4.22）

	大阪教職員組合
	    ６
	昭41.10.11
	なし

	大阪府立高等学校教職員組合
	    ７
	昭41.10.11
	あり（昭44. 3.13）

	泉州南部教職員組合
	　１１
	昭47. 5.16
	なし

	泉北教職員組合
	　１２
	昭47.11.11
	なし

	南河内地区教職員組合
	　１３
	昭48. 3. 6
	あり（昭56.10.29）

	大阪府立障害児学校教職員組合
	　１４
	昭48. 6.25
	なし

	大阪府公立学校管理職員協議会
	　１５
	昭49. 4. 2
	なし

	自治労大阪府職員労働組合
	　１８
	平 1.10. 1
	なし

	大阪府教職員組合
	　１９
	平 1.11.27
	あり（平13. 4.13）

	大阪教育合同労働組合
	　２０
	平 1.12. 7
	あり（平 1.12.22）

	日教組・南河内教職員組合
	２１
	平 1.12.27
	なし

	大阪府高等学校・支援学校教職員組合
	　２２
	平 2. 1.25
	あり（平14.11. 5）

	泉北地区教職員組合
	　２３
	平 2. 1.25
	なし

	豊能・能勢教職員組合
	　２４
	平 2. 2.19
	なし

	大阪府関連労働組合連合会
	　２７
	平 2. 4.11
	なし

	大阪公立高等学校教職員組合
	　２８
	平 2. 5.11
	あり（平14. 3.29）

	豊能郡教職員組合
	　２９
	平 2. 7.20
	なし

	大阪教育ユニオン
	　３４
	平13.12.18
	なし

	大阪府立茨木工科高等学校教職員協議会
	  ３６
	平15. 7.23
	なし

	なかまユニオン大阪府学校教職員支部
	３７
	平17. 5.25
	なし

	大阪府立高等学校教職員ネットワーク
	３９
	平19. 1.25
	なし

	泉南地区教職員組合
	４０
	平22. 6.16


	なし

	大阪学校職員ユニオン
	４２
	平29．7.25
	なし

	大阪市高等学校教職員組合
	４３
	令 4. 4.22


	なし


　
（参考）職員団体等に対する法人格の付与に関する法律に基づく規約認証の団体
（令和６年３月31日現在）

	団　　　　体　　　　名
	規約認証年月日

	自治労大阪府職員関係労働組合
	平15. 1.21

	大阪府関係職員労働組合
	平18. 4. 7


労働基準監督権限の行使に関する事務
１　労働基準法別表第１の各号別決定に関する協定の締結

大阪府の事業又は事業場についての労働基準監督機関の職権の行使について、人事委員会委員と大阪労働局長との間で労働基準法別表第１の各号別の決定に関する協定を締結し、それぞれの所管を明確にしているところであるが、組織改正に伴い令和５年４月25日付で協定の改正を行った。

（令和５年４月１日時点）

	
	      監督
　　　　 機関
　　　 労基法
　　　 別表第１
　　　　 号別
 任命権者
	人事委員会委員
	労働基準監督署長
	合

計

	
	
	12号

　教育
　研究
	別表第１
に該当しない事業場
	  計
	3号

 (土木)
	13号

  保健
  衛生
	計
	
	

	
	 eq \o\ad(知事,　　　　　　　　　)
	　　 8
	    44
	    52
	    20
	　  22
	    42
	    94
	

	
	 eq \o\ad(教育委員会,　　　　　　　　　)
	   205
	     2
	   207
	0
	     3
	     3
	   210
	

	
	 eq \o\ad(警察本部長,　　　　　　　　　)
	     3
	    90
	    93
	0
	0
	0
	    93
	

	
	 eq \o\ad(議会議長等,　　　　　　　　　)
	0
	     6
	     6
	0
	0
	0
	     6
	

	
	 eq \o\ad(合計,　　　　　　　　　)
	   216
	142
	   358
	    20
	    25
	    45
	   403
	

	



（根拠法令）

                                                                  労働基準法別表第１

                                                                  地方公務員法第58条第５項

２　適用事業場に対する調査

人事委員会が所管する全事業場について、職員の勤務条件、事業場の安全、衛生管理の状況等に関する事項の実態調査（勤務条件実態調査）を行った。
さらに、事業場の実態をより詳細に把握するため、人事委員会が所管する事業場から25事業場を抽出して、適用事業場調査を行った。なお、調査結果については、当該事業場長及び任命権者に対して通知し、改善が必要とする事項については、改善措置報告を求めた。

　
　〈勤務条件実態調査〉
　(1) 調査期間　　令和５年７月24日～同年９月１日
　(2) 調査事業場　人事委員会が所管する全事業場（358事業場）
　(3) 調査方法　　電子調査
　(4) 主な調査項目　　・労働環境（休暇の取得状況、時間外勤務の状況、36協定の遵守状況等）
・安全衛生管理体制（衛生委員会の実施、産業医の定期巡視回数等）
・危険作業（危険機器や化学物質等の所有状況等）　他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〈適用事業場調査〉
　(1) 調査期間　　令和５年12月18日～令和６年１月31日
　(2) 調査事業場　25事業場
　(3) 調査方法　　実地調査
　(4) 主な調査項目　　・勤務条件実態調査の回答内容や休憩時間の取得状況等に関するヒアリング
　　　　　　　　　　　・危険機器や薬品の管理状況の確認
　(5) 調査結果　　指導あり10件（36協定限度超過の労働、産業医の定期巡視不足　他）
（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働基準法第101条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働安全衛生法第91条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第58条第５項

３　労働基準法及び労働安全衛生法に基づく許可、届出、報告等の処理　

（1）労働基準法及び同法施行規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名

	 法  20条
規則 ７条
	  解雇予告除外認定

	 法  41条
規則 23条
	　宿直又は日直勤務許可

	 法  33条
規則 13条
	　非常災害等の理由による労働時間延長許可

	 法  36条
規則 16条
	時間外労働・休日労働に関する協定届


（2）労働安全衛生法に基づくもの

　 ア　労働安全衛生規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処   　 理 　   件 　   名

	 法  10条
規則 ２条
	　総括安全衛生管理者選任報告

	 法  11条
規則 ４条
	　安全管理者選任報告

	 法  12条
規則 ７条
	　衛生管理者選任報告

	 法  13条
規則 13条
	　産業医選任報告

	 法  66条
規則 52条
	　定期健康診断結果報告

	 法  66条の10

規則 52条の21
	　心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告

	 法  88条
規則 86条
	　機械等設置届

	 法 100条
規則 97条
	　労働者死傷病報告


   イ  ボイラー及び圧力容器安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名

	
	‐
	  処理なし


　 
ウ　クレーン等安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	
	法　38条
規則 23条
	  クレーン特例報告書
	


　 エ　ゴンドラ安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	
	‐
	  処理なし
	


　 オ　有機溶剤等中毒予防規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	
	法  66条
規則 30条の３
	　健康診断結果報告
	


 　カ　特定化学物質障害予防規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	
	 法  66条
規則 41条
	　健康診断結果報告
	


　 キ　高気圧作業安全衛生規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	
	 法  66条
規則 40条
	　健康診断結果報告
	


 　ク　電離放射線障害防止規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	 法  66条
規則 58条
	　健康診断結果報告
	


　 ケ　鉛中毒予防規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	 法  66条
規則 55条
	　健康診断結果報告
	


　 コ　性能検査代行機関等に関する規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	

	
	    法   100条
 規則    9条
	  性能検査結果報告書
	


（性能検査代行機関により実施された性能検査の状況）

ボイラー、圧力容器、クレーン及びゴンドラの性能検査は、検査代行機関により実施されているが、その状況は次のとおりである。

	
	 　　　　　代 行 機 関

　 　　　　　   　機

 　　　　　　　　  　械

   任 命 権 者 等
	（一社）日本ボイラ協会

損害保険ジャパン日本興亜（株）
	（一社）日本クレーン協会
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 eq \o\ad(ボイラー,　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(第一種,　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(圧力容器,　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(クレーン,　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(ゴンドラ,　　　　　　　　　　)
	

	
	 eq \o\ad(知事等,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	２
	５
	０
	６
	

	
	教　育　委　員　会
	１
	２
	０
	０
	

	
	警　察　本　部　長
	０
	１
	１
	４
	

	
	計
	３
	８
	１
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